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  自動車のデジタル 革命 は 緒に就いたばかりであ る。 日動車の ギラ一 アプリケーシ 

コ ンがまもなく 登場するだろう。 それがど う 。 っだモ， のなのか現時点ではわからない 

が 、 間違いなぐ 現わ，る 」 GeneralMotors の最高技術責任者 (CTro) であ る TonyScott は 

シリコンバレ 一で毎年開催される EIlte や riseoutlook で本年 6 月初めにこのように カ 

説 。 している。 

既に 、 多くの製造業が 体験したよ う に、 製品の競争はやがては 仁加 価値が減少する 

とともに過当競争が 起こることは 免れない。 製品に晴 報 を提         共 する等の付加価値を 付 

けだとしでも、 やがてば同様に 過当な同質的競争に 陥るごとは 畢寛 であ る。 WOrId 

Ma 億 etsResearchCentI.e によると、 2002 年の全世界自動 吏 販売台数は 36 ㏄万台で、 

04 年にば 3%0 万台に達するが、 製品のみの販売では 既にて 場は成 執し業界再編が 進 

              して。 る 。 どころが、 年間の販売台数が 1 億 3000 万～， 指 5000 万あ るパソコ :,, に 

乗用車が接続し 、 ・顧客と メ トガーが双方向に 接続し対話ずる ，う になれば、 莫大なビ   

ジネ 、 ス 機会が自動車産業にもだらされ。 ることは明らかであ る。 

ところで、 情報技術 は 、 80 年代の PC 、 蟻 ㌢ む による計算処理時代から、 90 年代は 

インタ一孝， ト、 光ファイバ - 通信、 DV のなどの応用によ る 情報処理と ネ， トワーク 

時代Ⅰ、 と発展してきだ。 これまでは、 あ くまで ニーし， ク卜 ロ二 ;, ス 製品のなか、 あ るい 

はエレクトロニクスシステムというデジタルのなかでの 発展であ った，ところが、 2000 

年代に は、 章 なる情報提供や 情報処理 は 成熟し、 デジタル， ニミ， ニケーシ ョン に よ 

るアナロバ世界を 介した双方向対話へと 情報産業の方向が 変色し ， つつあ る。 

表 1  情報技術の発展と 自動車産業に 付与され だ 価値 

  ; き幸 " 技術 自動車産業 
    情報産業       
80 年代 PC 、 MPU 計算処理 高品質，低価格   
90 年 7 代 インターネット 情報提供   晴報 提供 

こ AMA 情報処理 開発期間短縮、 SCM 

光ファイバ一通信 ネ、 ッ トワーク 性能と付加機能向上 
  

2000 年代 デジタル・コミュ アナ コグ 情報活用マジーン 

二 ゲーション 双方向対話 情報の受信発信基地 
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これに呼応して 自動車に付加された 価値も ， 単なるメカニ " ルな 装置でほなく、 デ 

、 ジ ダル機器による   清報 活用マシ - ンへと 表 Ⅰのように姿を 変えうつあ る。 加速や減速 動作の デジ 。 ル 制御 は 主 と よ り、 セシシングデバイスによる 知覚 后報 処理による安全 

機能搭載車も 既に出始めている。 これと機を - にして、 自動 黄メ - ヵ一 が 車の情報化 

に 力を入 お " 韓 めている。 このような車の   清韓化であ るテレ，ティク スは 、 通信 ( テレ 

コミニ」ニケーション ) と 情報処理 ( インフ オ マディク ヌ、 ) を組み合わせた 造語であ る 

ことに 赤 きお・るように、 単に情報提供をずる 次世代サービス C 「 _ とでは ない。 ユーザ 

と 自動車メーカーとの 間での双方向コミュニケーションにより、 双方向の価値創造を 

狙っだものであ る。 具体的にぼ保守、 点検と幅広い 顧客の國 い 込み、 新事業につなが 

る   情報化を目指しでいるのであ る " 

このよう。 双方向コミュニケ   - ション機能をもった バリ ヱ一ネットワー クが 既に ィ， j   

知価値を創出し 始めており、 自動車産業 は 単なるモノ作りをする 製造業から総合 ザ一 

ビス創造業へと 変貌しつつあ る。 製造業が顧客にとって 価値創造業へと 変貌ずる ビジ 

ネ、 ズ イノベーションを 達成すれば、 付加価値創造サービス 業へと転換することができ、 

その結果として、 経済的価値が 形成されることを、 トヨタのように 昔からネットワー 

キングを先行させてきた 企業と、 重視しないできた 企業との経済的付加価値を 比較 分 

析す ，ことにより 実証する。 

2 、 サービスの具体的活用例と 各社の戦略ビジョン 

自動車 ヌー ヵ一 が 車の情報化に ガ を入れ始めている。 ヱ ンタデイ ， ント分野から、 保 

守、 点検と幅広いために、 顧客の囲込み、 新事業にっながる 情報化は必要不可決となる 

と 認識されて・ ，、 る 。 車 全体のインテリジェント 化を目指すⅨとは 異なり : 車における 

インタ - 六ント接続に 関する技術やサービスをさす 場合にこの言葉が 用いられる』表 2 

のように、 トヨタ は 「 G--B00K 」、 日産 は 「カーウィンバ ズ 」、 ボンダ は 「インタ - 

ナショ・ナルブレミアムクラブ」というテレマティツクスザービスをスタートさせている。 

表 2 大手自動 童メ 一お 一おテ レ ぞ ティクス， -                           
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このような テ レ マ クティクスサービスで、 主導権 争いが本格化している。 2003 年 8 月 

より 「 G 一 %OOK 」の本格展開に 乗り出した トョタ は年内に 50 童種 に対応できるよ う契 

約 件数を増やす 傾向であ る。 現在「 G 一 BOOKj 事業が赤字にも 関らず 50 車種にも搭載 

することへの 意気込みが伺える。 この ザ一 ビスは、 デ - タセンター笘の 設置コスト や通ィ ・ ぎ 

費のコヌ、 トが 嵩むことから ト ョタ、 日産を軸にグループ 化も始まっだ。 トョタは この他に 

  畠 ，重工と提携， レ 、 三菱自動車との 提携を進めて。 る， 

日本の自動車 メ一 ガーがこれほど カ をいれる訳があ る。 先ず 、 。 modei に代表店れる 

  清報 端末化を受け 入れる土壌があ ることと、 カーナビの普及率も 年女高まりハードの 情報 

わ 整っだ。 :: つ 目は、 低迷が続く国内販売のてこ 入れに使 う ことであ る。 。 わゆる オ -- ブ 

        アーキテクチャ 戦略により、 L 車を売ったあ との、 きめ 細 。 。 ユ - ザ ・サービスが モ ・ r 

能 となる。 」のであ る。 

ところで   暗 難化で先行して。 るトョダ の「 G-BOOK 」と他社が ザ - ビスで最も違う 点は 、 

彊に 内蔵 さが， だ 通信スケジュールを 使っての常時接続であ る。 常時接続の通信料金は 固定 

    性でユーザ側が 得する仕組みどなっているが、 実のところ、 。 ョタど 通信会社間であ る 

Ⅹ DDI は定額制となっていないため、 ヱ --. ザが 使えば使 う ほど、 トョ 。 が赤字になる 仕組 

みとな っ でいる，そうした 背景があ るにも関わらず、 トョタ は、 最初は出血大ザ 一 ビスで 

も ス - ザを増やすことが 大切であ ると考える。 その理由がオ - ブン化による、 ヱ - ザによ 

る 顧客囲い込み 込みであ る、 「 ヂ ファクト・スタンダ - 円をとれば後から 投資は回収で 

きると考えて " ているからであ る。 トョタは オープン化によ。 親し。 、 コンテンツ配信 笠の 

マーケディンバ 手法を開拓することができるからであ る。 

ひとたび水平方向への 拡大戦略をとる 意思決定を行 う ならば、 少 し，も阜い 段階で マ一 

ケットシ エア を確保し、 ネ、 ッ トワ - ク外部性による 地位の維持を 確立 す るご・とが重要であ 

る 。 より与 - く ，より広範囲のマ - ケットシェアを 取り、 急 、 速なヨコ方向の 展開が必要とな 

る。 ネ、 ット ¥ ア - ク外部性を確立するために は 、 自社と顧客のイ ン ダーフ ヱ一ヌ 、 としてテレ 

マディク ス を利用するこ - とが最も有効であ る。 : 、 ョタ が従来から進めできた 水平展開型 ビ   

ジネ、 ス 拡大戦略， ; 、 テレマティ クス を介在させ る オ一 - たノ 。 アーキテクチャ 戦略によりま 

すます有効に 機能することが 予測できる。 

例えば、 。 ョタ 系の石   フ J ディ @ ラ千葉 トョタ で は 、 「 G 一 BOOKi を 最大限に発揮す 

るためにコールセンターを 設けで、 メールを読んだ 顧客に対して 最終的にぼ 、 :G 一 BO 

OK 」の画面 - と ．で保守・点検を 行 う   体制を整えっ っ あ る。 更に は 、 自動車側の情報が 自動 

的に人手できろことを 活用して新しいビジネ 、 スに 結びつけることも 可能であ る。 

こうした， ヨタ の積極戦略と 比較して、 ホンダ は トヨタ と 対極に近い戦略を 取る。 自動 

車の補助装置としてのナビゲーション 機能の充実と 交通情報、 緊急時のロードサービスに 

機能を絞っている ，日産も 、 「コシテンツで」で 儲けるつもり ぼ ないとの見解を 示してお 

り、 双方向コミュニケーションの 意義についての 見解表明は無い。 
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3, デジタル・コミュニケーションに・より 新しい ビ ・ ジネ、 スが 生まれる 

自動車業界の 悩みとして、 テレマティク ス に ガ をいれなければ 理由があ る。 園内の新車 

販売シェアがな 割超の トョタ でさえ、 アフターマーケットで は 整備や用品、 中古車などで 

は 1 O@a 程度し ，か 過ぎない。 そこで テ レマティク ス は顧客の自動車メーカーとの 接点を増 

やし、 前述のアフタ - マ @ ゲットの開拓に 有効なツールとなる。 例えば、 オイル交換時期 

を メ - ルで知ら : せ ることは顧客にとって 有益な情報であ る。 メ - カーがこれまで 逃してき 

だ 別の事業分野でも 顧客への ア : プロ b ヂが 可能ななる，デジタル・コミュニケーションに 

より双方向対話が 実現できるため、 顧客の囲 " 込みが可能となるのであ る。 

実際に 、 既 ; ご 定期点検や亜検の 案内に車載端末でのメール 機能を活用し 始めている。 更 

        こ はは 動 直綴。 清 報を活用しで 新しいビジネ 、 スに 結びつけられるごとも 考えられる。 車載 

Ⅱ 夫 まる 'G 一 @300Ki を・活用して 新しい ビ、 ジネ、 端末より走行距離に 応じ ; てリ @ ヌ ・料金；           

ヌ 、 モデ                                                           開レ 、 た 。 日本の自動車 メ - カ一ぱ テ レマディク ヌ、 を捷用 することで、 本業 

ど 周辺事業 り 両方を同時に 伸ばそうどして。 る， 

4  双方・ R 司 ゴミニ ニ，ニ   テーション・ ぁ 機能をもったバリュ - ネ、 ツ トワーバによる 価値 創 ・ 造 

テ レマディ ヅクス のような双方向コミュニケーション 機能を。 づ，バ 「 ユー ネットフ 

ー グ が新たな価直を 創出し得るものであ るこ．とを、 自動車各社 : の   溝報 化への 取ぢ絹   みと 売 

  L. 分析 ど 財務分析を行，ことにより 調べだ。 

背から ネ、 ヅ，フ一 キングを先行きせ 、 車を単なる乗り 物どしでで は なぐ情報の受発信基 

地 として捉えできた トョタ では、 売上の伸 m: のみならず、 利益率、 車に付随するアフター 

  了 - ケヅ 。 筆の売上の貢献度か 全売上げ申の 田 % を お めるまで江成長しており、 他社に 

; 友 ぎん出で ，、 " 蔭ノつ 

自動車産業 " 単なる乗り物作りをする 製造業から総合サ @ ビス創造業へど 変貌するこ 

とにより経済的価値が 形成されることが、 トヨタのように 双方向コミュニケーションを 目 

    指 す 企業，明ら，かとなった。 

製造業が顧客との 双方向コミュニケージョン 機能をもった ソベ，ユ - ネ、 ヅ トワークを 築 

ぐことにより 価値創造業へと 変貌ずみビジネスイソベーシコンを 達成ずれば、 製造業は ィ ・ 寸 

加 価値創造サービス 業へと転換するこ - とができる，デジタル ， ヱミヱ ニケーションは 双方 

間 コミュニケ @ ションを可能どするために、 製造業がサービス 産業と潮合し 新産業となる 

ことが 2]. 世紀の製造業の 新しい展開であ ることが予見される ， 
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